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リアルタイム津波浸水被害予測システムの 
開発と運用

鈴　木　崇　之・田 野 邊　　睦・村　嶋　陽　一

リアルタイム津波浸水被害予測システムは，スーパーコンピュータを活用し，地震発生から 20 分以内
を目安に津波浸水予測・被害推計情報を地図情報として配信するシステムで，被災地支援，災害に対する
レジリエンスの向上とわが国の国土強靱化に資するべく，産学連携，理学・工学・情報科学の学際連携で
開発したものである。
本稿では，東北地方太平洋沖地震津波後の新たな防災・減災の取り組みとして，研究開発・運用されて

いるフォワード型リアルタイム津波浸水被害予測システム（以下「本システム」という）について紹介する。
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1．はじめに

2011 年 3 月 11 日の東北地方太平洋沖地震に伴う津
波では，死者行方不明者が 1万人以上におよぶ未曾有
の大災害となり，被害の大きかった岩手県から福島県
の沿岸では海岸線から数 kmまで浸水域が広がり人命
のみならず多くの建物が流出した。その全容の把握に
は津波被害が広範囲にわたったこともあり，日中の発
生にもかかわらず直後の被害把握が困難となり，すべ
ての対応が遅れ数日を要した。このように広域巨大災
害の発生直後は，激甚な被害を受けた地域からの情報
が断片的となり，被害の全容把握が極めて困難になる
とともに，被災地の救援，復旧活動が難航する。被災
地では震災から 8年が経過した現在も，津波災害に強
い安心安全なまちづくりに向けた復興への取り組みが
行われている。
本稿では，震災後の新たな防災・減災の取り組みと

して産学連携で研究開発を進め，最先端技術により実
現したフォワード型リアルタイム津波浸水被害予測シ
ステムについて紹介する。

2．開発・運用までの取り組み

リアルタイム津波浸水被害予測システムは，気象庁
の緊急地震速報或は津波注意報をトリガーにシステム
が起動し，地震発生直後に断層推定，スーパーコン
ピュータを用いた津波浸水予測・被害推計計算，情報
配信までを 20 分以内を目安に全自動で行うシステム

（図─ 1）で，産学連携，理学・工学・情報科学の学
際連携で開発したものである 1）～ 3）。
本システムは災害に対するレジリエンスの向上とわ
が国の国土強靱化に資するべく，二回の社会実証実験
を通じて即時性・有効性・実用性を高めていった。平
成 26 年度の G空間シティ構築事業 4）ではスーパーコ
ンピュータを用い空間解像度 10 mの対象エリアにお
ける津波浸水予測・被害推計を 10 分以内に行い，そ
の計算結果を自治体システムへの発信を実証した。ま
た，平成 27 年度の G空間防災システムと Lアラート
の連携推進事業 5）では異なる利用状況である複数の
スーパーコンピュータサイトで並列にシステムの実行
制御を行う技術を開発しシステムの冗長性を確保する
仕組みを実証した。このような取り組みを続けてきた
結果，本システムは，巨大地震の発生が懸念されてい
る南海トラフ域（静岡県～鹿児島県の沿岸域約 6000 
km）における津波による浸水被害状況を早期に把握・
迅速かつ的確な意思決定・初動対応に利用する内閣府
総合防災情報システムの一機能として導入され，平成
30 年 4 月より運用が開始されている。

3． 本システムの優位性

リアルタイムで津波を予測するシステムは，事前に
大量のシナリオを計算しておく「データベース型」と，
地震発生後に即時解析を行う「フォワード型」の 2種
類に大別される。前者としては，気象庁の量的津波予
測や防災科学技術研究所の S-net，DONETといった
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沖合観測データに対応する浸水予測データベース（シ
ナリオバンク）などが挙げられる。データベース型で
は，事前に仮定した津波断層モデル・地形・潮位等の
条件下において津波浸水計算を実施しその計算結果に
基づきデータベースを構築する。大量のシナリオを計
算しデータベースを構築するという仕組み上，組み合
わせ数の劇的な増加を回避しつつ細かな条件設定に対
応することは非常に困難である。更には，データベー
スの構築・保守には膨大な費用と時間が必要なうえ，
構築後の地形改変などの土地利用状況の変化に対して
経年的な精度低下を免れないといった課題がある。現
在運用されている気象庁の量的津波予測は，地震発生
から 3分程度で情報が配信される即時性の非常に高い
ものだが，予測情報は，全国を 66 の予報区に分割し，

予報区ごとの海岸線での津波の高さ及び到達時間であ
り，陸域の浸水被害情報は得られないのが実情である。
一方，本システムは，地震発生後にスーパーコン
ピュータを用いて解析を行うフォワード型の津波浸水
予測であり，海岸線における津波の高さだけでなく，
詳細な陸域の浸水範囲と被害を予測し配信するシステ
ムである（図─ 2）。本システムはフォワード型の予
測であるため，地震発生時の潮位条件の取り込みが可
能であり，データベースを構築しないため定期的な
データ更新が容易であり，浸水・被害予測の精度向上
に重要となる地形・土地利用・海岸施設の変化に柔軟
に対応できるメリットがある。
津波予測を行う上で重要となるのが，津波解析の初
期条件となる津波断層モデルである。本システムで

図─ 1　リアルタイム津波浸水被害予測システムの概要

図─ 2　リアルタイム津波浸水被害予測システムの配信情報（例）
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は，主に以下の二つの方法を採用している。一つは，
地震波の初動に基づく気象庁の緊急地震速報等の情報
に，経験的なスケーリング則を併用して断層の広がり
やすべりの大きさを仮定し，1枚の矩形断層として断
層モデルを推定する方法である。もう一つは，人工衛
星による全地球測位システム（GNSS）を利用した地
殻変動のリアルタイム連続観測データに基づき，地震
による永久変位を算出し即時的に断層モデルを推定す
る方法である 6），7）（図─ 3）。
一つ目の経験的なスケーリング則に基づく方法で

は，地震規模を適切に把握することが肝要であるが，
2011 年東北地方太平洋沖地震のように緊急地震速報
のマグニチュードが過小評価されてしまう可能性があ
ることに加え，1枚の矩形断層では波源断層の空間的
な特徴を表現しにくいといった課題もある。一方で二
つ目の GNSS 測位による方法は，地震波だけではな
く永久変位も直接的に測定できるため，推定マグニ
チュードが飽和することはなく，巨大地震に対しても

地震発生後数分という短時間でマグニチュードや断層
の広がり等を推定可能となる。また，プレート境界型
の巨大地震の場合は断層面上でのすべり不均質等を考
慮することで，より実際の現象に近い初期水位変動量
を推定することも可能である（図─ 4）。
このように，フォワード型のため津波予測は津波解
析の初期条件となる波源モデル選択の自由度が高く，
将来的には GPS 波浪計等の沖合観測情報に基づい
た，より高精度で複雑な波源モデルも利用できるな
ど，現状が完成形ではなく，さらなる精度向上・機能
拡張が可能である。
なお，本システムの津波浸水・被害予測は，2次元
非線形長波理論による津波解析を 1：3 接続による領
域結合を実施しているため，ユーザニーズ及び目的に
応じた空間解像度の選択が可能であり，解析領域間の
ネスティング形状についても従来の矩形から多角形に
拡張し，効率的な多角形領域接続・MPI 並列モデル
を構築・最適化している 8），9）。
被害予測は，解析格子ごとに統計情報に基づく昼間・
夜間の浸水域内人口および木造・非木造別を考慮した
被害率曲線に基づく建物被害を予測している。本シス
テムで利用している被害曲線は，2011 年東北地方太
平洋沖地震における石巻市の被害調査結果によるもの
を採用し，流失或は全壊被害に関する被害率を用いて
いる 10）。

4． リアルタイム津波浸水被害予測システム
の運用

本システムは，スーパーコンピュータを利用すること
で実現したシステムであるが，スーパーコンピュータ
は，平時の稼働率が非常に高く利用されているため，
通常利用する場合ではシステムの混雑状況・利用状況
によっては計算資源が空いておらず実行待ちが発生す
るのが実情である。一方で実行待ちをしない専用シス

図─ 3　�GNSS測位による断層モデルの推定（G空間シティ構築事業成果報
告書より抜粋，http://www.soumu.go.jp/main_content/000352866.
pdf）

図─ 4　プレート境界型の巨大地震による地殻変動量，左：GNSS測位による手法，右：経験則
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テムの構築には専用のスーパーコンピュータの導入が
必要であり，莫大な費用がかかるため非現実的である。
そこで本システムの開発・運用にあたっては，緊急時
のみスーパーコンピュータの運用を切り替え，稼働中の
ジョブをサスペンドし，防災上重要なプログラムを緊急
ジョブとして実行する仕組みを構築している。なお，サ
スペンドされたジョブは緊急ジョブ完了後に再開され
るため，一般利用者へ与える影響は極めて小さい。前
述の仕組みにより，本システムは研究等で平時利用さ
れているスーパーコンピュータを利用することが可能と
なり，スーパーコンピュータを利用しながらもシステム
の構築費用を抑え導入することが可能となっている。 
また本システムは，災害時における迅速な情報配信

により，的確な意思決定・初動対応を支援することを
目的としているため，24 時間 365 日確実に稼働する
必要がある。そのため本システムは，断層設定・津波
解析被害推計・計算結果の可視化配信といった各処理
階層を多重化し，さらにシステムそのものも二重化・
分散させることで冗長性を確保し，激甚災害により片
系統のシステムが被害を受け停止した場合や保守点検
により片系統を停止した場合でもユーザーへの情報配
信を行えるよう設計がされている。

5．おわりに

本稿では，東日本大震災後の防災・減災の取り組み
として新たに開発した，フォワード型のリアルタイム
津波浸水・被害予測システムについて紹介した。
広域巨大津波災害時には広域にわたる浸水被害を早

期に把握することが減災の鍵であり，このシステムが
普及すれば，災害発生時の限られた情報の中での救援
や救護活動，人的リソースの振り分け判断といった災
害対応だけでなく，企業の BCP 対策，ライフライン
やインフラ系企業の復旧対応等の効率化，意思決定な
どの一助となると考える。
今後の展開としては，日本海溝・千島海溝や相模ト

ラフへシステムを拡張することで日本全国の防災・減
災に資すること，自治体の防災情報システムと連携す
ることでより高度な即時予測情報の利活用を行うこと
があげられる。この目的において，計算リソースや精
度といった技術的な課題，情報利活用に関する法制度
上の課題を解決しつつ，Society 5.0 で実現する社会の
実現に向けてユーザニーズの多様性を踏まえたシステ
ムの高度化，継続的な技術開発を進めているところで
ある。また，本技術は，わが国同様に津波災害のリス
クを抱えている 米州・アジア諸国でも適用可能であ

り，国際展開することで世界的な貢献を果たすことも
視野に活動を進めていく予定である。
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